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１．はじめに

経営史学の泰斗 Alfred D. Chandler, Jr. が描いた19世紀後半から20世紀中盤に至るアメリカ産
業企業の歴史（Chandler 1962, 1977）とそれを基にした国際比較の歴史（Chandler 1990）が，経営
史分野を代表する研究業績であることに異論はないであろう。そしてそのような Chandlerによ
る歴史がいわゆるチャンドラー・モデルやチャンドラー的企業として普遍化されて扱われている
こと，つまりそれが大企業の成立，展開プロセスを説明するにあたっての基準的な枠組みとして
の立場を与えられ，それゆえその歴史そのものがあらわす領域を超えて経営学や経済学などの多
岐にわたる分野にまで学問的影響力を及ぼしていることについても改めて特筆すべきものはない
であろう。
しかしながら，近年において，そのようなチャンドラー・モデルの有効性について疑問が投げ

かけられてきている。これは現実の企業に関する近年の動向とチャンドラー・モデルとの間に乖
離がみられたことを発端とするものである。近年の動向とは，チャンドラー・モデルが依拠する
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アメリカの大企業，すなわちビック・ビジネスのいくつかに凋落傾向がみられることである。ま
た反対に，ファブレス企業や EMS（Electronics Manufacturing Services：エレクトロニクス受託製造

サービス）企業にみられる垂直分解の現象（秋野 2001, 2006）や，ネットワーク化現象，モジュー
ル化現象（Garud, Kumaraswamy and Langlois 2003）などに代表される市場取引に近い状況下で活
動する非統合型企業に競争優位の獲得の事例が多くみられることである。すなわち，チャンドラ
ー・モデルはこのような近年の変化に際して説明力が不十分であるとされ，その限界が指摘され
るようになったというものである。
本稿の目的は，このようなチャンドラー・モデル批判の動向を確認することであり，またそれ

を通じてチャンドラー・モデル自体を再検討することにある。これを遂行するためには，第 1に
チャンドラー・モデル批判の議論を踏まえる必要があるが，一口にチャンドラー・モデルの批判
と言っても各論者が想定するモデルの違いと，批判に際しての重点の置き方の違いから，論者に
よって当然ながら論点が異なる。そこで本稿では，最初にチャンドラー・モデルならびにチャン
ドラー・モデル批判の議論について確認する。その上でチャンドラー・モデル批判の中でもモデ
ルを修正しようとするいわゆるポスト・チャンドラー・モデルの議論である Naomi R. 

Lamoreaux, Daniel M. Raff and Peter Temin（LRT と略記）による研究と Richard N. Langlois によ
る研究に焦点を当てる。本稿ではこの 2つの修正モデルをチャンドラー・モデル再検討の軸とす
ることとし，それらの研究において重視されている Chandler の研究における背景理論について
考察を行いたい。

２．チャンドラー・モデルとその批判

上記のようにチャンドラー・モデルとは，Chandler の描いた歴史が普遍化されて扱われるも
のである。ただし注意すべきは，ここで言うモデルが厳密な意味での理論を指しているわけでは
ないという点である。歴史研究はあくまで帰納的研究に過ぎず，描かれたものが即座に理論にな
るわけではない。これについては科学哲学の議論を待つまでもないであろう。Chandler 自身も
伝統的な歴史家の系譜に属する立場から，歴史研究は理論の構築を目指すものではなく過去の再
構築を目指すに過ぎないと述べているように（Chandler 1970 （reprint, pp.294‒296）），理論の構築
を目的として歴史研究を展開しているわけではない。したがってチャンドラー・モデルとは，あ
くまで Chandler が明らかにした経験の一般化程度の意味として捉えるべきである 

1
。
）
このように，

チャンドラー・モデルが明確な理論ではない以上，Chandlerの数多くある論点の何をもって一
般化するかは，すなわちチャンドラー・モデルが提示する内容がいかなるものかは，論者によっ
て，あるいは同一論者でも場合によって異なる可能性がある。そこで本稿では，Chandler（1962, 
1977, 1990）を彼の代表的著作として取り上げそれぞれの中心的な議論について簡潔にまとめて

1） ただし一般化という意味に捉えるならば，Chandlerは歴史的実証をもとに積極的に一般化を目指した傾
向もみられる。例えば，企業の進展段階の提示（Chandler and Redlich 1961）やアメリカ企業の歴史を基準
とした国際比較（Chandler 1990）にそれがみられよう。
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いる鈴木（2000）を参考にすることでチャンドラー・モデルの内容について確認することにした
い。
まず Chandler（1962）について，鈴木はその主題を19世紀末のアメリカにおける現代企業の
出現，現代企業の発達過程にみられた戦略，現代企業を特徴づける経営階層組織の形成と構造変
化，の説明であったとする。そしてその内容については次のようにまとめる。19世紀末からアメ
リカ企業は，それまでの製造部門だけから，販売部門や原材料部門への進出によって，大企業と
しての地位を確立した。この垂直統合によって生み出された管理問題を解決するために，職能別
部門制組織構造が相次いで導入された。さらに第 1次世界大戦以降，アメリカ大企業の多くは多
角化によって地位を確保したが，これによって生み出されたより複雑な管理問題を解決するため
に，事業部制組織構造が導入され，同様の管理問題を抱える大企業に普及した，というものであ
る。それゆえ鈴木による Chandler（1962）から抽出されるモデルは，企業成長において垂直統
合を経験した企業は管理上の問題から職能別部門制組織構造を採用し，その後多角化を経験した
企業は同じく管理上の問題から事業部制組織構造を採用する，とまとめられる。無論，「組織（構
造）は戦略に従う」という著名な命題が，この内容を意味していることは言うまでもない。
次いで Chandler（1977）については，その主題を階層制組織が，なぜ，どのようにして発達
するかという問題を企業発展の理論から説明することであったとする。そしてその内容について
は次のようにまとめる。経営階層組織の発達へと向かう主要局面はすべて垂直統合を前提として
展開する。すなわち垂直統合は一方では企業内に取り込んだ資源の流れを最も効率的に調整する
よう，職能別部門制組織構造を発達させた。他方で，垂直統合がもたらした複数職能は，組織内
における高度な管理的調整の必要を生み出し，まずミドルの専門経営者を，やがてトップの専門
経営者を登場させることで，経営者企業の出現につながった，というものである。したがって鈴
木による Chandler（1977）から抽出されるモデルは，垂直統合を経た企業は企業内部の調整を
求めて職能別部門制組織構造を採用し，その管理的必要性から専門経営者が登場し経営者企業に
なった，とまとめられる。また周知のように，この職能部門制組織構造への移行こそが当該書の
タイトルである「みえる手（Visible Hand）」を意味するものである。つまり企業内部の調整を意
味する「みえる手」が Adam Smithによる市場の調整である「みえざる手（Invisible Hand）」よ
りも調整能力が優れていたゆえに移行がみられたとの意味合いが含まれているというものである。
最後に Chandler（1990）については，その主題を垂直統合から経営者企業までの因果関連が
強固であることを，また経営階層組織を持つ大企業は他のタイプのビジネスに対してより優れて
いるがゆえに普遍性を持つことを，比較史の手法を用いて証明することであったとする。その内
容については次のようにまとめる。アメリカのほか，イギリスとドイツにおける現代企業の発展
過程について垂直統合とそれを土台にした階層組織の形成という Chandler（1977）の枠組みか
ら論証を行い，イギリスについては経営者企業が登場しないことが明らかにされ，ドイツについ
てはアメリカとは違う種類の経営者企業が出現することが明らかにされる。そこから経営階層組
織を持つ大企業は，それを持たないビジネスに対してより優れており，また他の地域においても
妥当性が高いことが証明される，というものである。それゆえ鈴木による Chandler（1990）の
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モデルは，アメリカの経験を基準とした経営者企業の優位性と妥当性とまとめられる。以上が鈴
木による Chandler（1962, 1977, 1990）から導きかれるチャンドラー・モデルの内容である。これ
ら 3つの著書からのモデルを強引に 1つにまとめるならば，垂直統合を経て経営階層制度を有し
た大企業に競争上の優位性がみられるというものであろう。
さて，上述のように，近年においてこのようなチャンドラー・モデルの有効性を疑う動きが生

じている。それは近年の企業動向の変化を前提として，チャンドラー・モデルの説明力を不十分
とみるものである。無論，これまでもチャンドラー・モデルに対して，さらには Chandler の歴
史研究自体に対しても，批判的検討が様々な視点から数多く試みられてきている 

2
。
）
しかし，ここ

で改めて近年の批判をチャンドラー・モデル批判として括る所以は，そのような批判が， 1つに 

Chandler の歴史研究そのものよりは一般化されたモデルへの批判を行っていること 
3
，
）
もう 1 つ

にモデルが現実における近年の状況変化に対して十分な説明力を有していないということ，を強
調している点に特徴があると考えられるためである。
それではそのようなチャンドラー・モデル批判とは具体的に如何なるものであるのか。ここで

はチャンドラー・モデル批判の動向をまとめている宇田（2002）を参考にみてみたい。宇田によ
ると Chandler（1990）後，チャンドラー・モデルに対する批判として， 2 つの流れの批判が出
現したとある。 1つはチャンドラー・モデルに対する批判であり，もう 1つはチャンドラー・モ
デルの適用の仕方にかかわる批判であるとする。前者は，チャンドラー・モデルが中間組織やネ
ットワーク型組織を含意していないという概念の範囲に関する批判と，チャンドラー・モデルが
20世紀後半まで適用可能かという説明時期に関する批判との 2つに分けられるとする。後者につ
いては，アメリカを基準とした観点が他の地域にも適用できるかという批判であるとする 

4
。
）
そし

て，このような批判を展開している論者としてハンナ（2001），Suzuki（1991），鈴木（1987）に
言及し，日本におけるラディカルな批判者として塩見（1988）と安部（2002）に言及している。
さらに，このような形の批判が多くみられるようになってきているとするが，この批判の動きは
チャンドラー・モデルの代替的な枠組みの提示としてのポスト・チャンドラー・モデル模索の動
きにまで展開しているとする。以上が，宇田に依拠したチャンドラー・モデル批判の動向につい
てであるが，チャンドラー・モデル批判の動きが盛んになってきていることは十分にわかり得よ

2） Chandler の研究そのものに対する批判動向のレビューとしては John（1997）を参照。同論文は，
Chandlerの研究に対する批判者のみならず追随者，修正者についても詳細な検討を行っている。
3） 例えば，以下でチャンドラー・モデル批判の論者の 1人としてあげる Leslie Hannah の場合も，和田一夫
の指摘によれば，Chandler の研究そのものというよりも Chandler から派生した企業観，企業研究を批判し
ているとされる（ハンナ・和田（2001）, p.224）。無論，先にみたように，チャンドラー・モデルとは 
Chandler の歴史研究成果の一般化であることから，それらの線引きが難しい時もある。
4） このようにチャンドラー・モデル批判と言ってもそこから更なる類型化が可能なわけであるが，それでも
それぞれの分類が密接に関係していることは一目瞭然であろう。例えばここであげられている，中間組織や
ネットワーク型組織の優位性は上記のように20世紀後半に顕著にみられ，また中間組織では日本の系列（浅
沼 1997）が，ネットワーク型組織ではイタリアの産業地区（Piore and Sabel 1984）が容易に想像される。
さらにシリコンバレー（Saxenian 1994）を想像するならば，これもまた20世紀後半の事例であり，かつ 
Chandler が描くアメリカ産業企業の経験に対する反証事例になる。結局のところ，これら分類はそれぞれ
近年の状況変化に関係することになるとまとめられるであろう。
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う 
5
。
）

３． ポスト・チャンドラー・モデルの展開

このようにチャンドラー・モデル批判の動きは，批判のみに止まらず代替モデルとしてのポス
ト・チャンドラー・モデルが提示されるに至っている。したがってチャンドラー・モデル批判を
理解するには，さらに踏み込んでポスト・チャンドラー・モデルを検討する必要があるであろう。
そこで本稿では，そうした研究の中でも特に LRT（2003）と Langlois（2003, 2004a）に着目したい。
本稿がこれら研究に着目する理由は，両研究ともに修正モデルの提示に際して Chandler の研

究における背景理論の欠如を指摘し，その観点から自身のモデルを構築していることによる。す
なわち，両研究ともに歴史を説明する上での明確な理論を掲げることでチャンドラー・モデルに
対する代替モデルを提示しているわけであるが，これによりチャンドラー・モデルが現実と乖離
したという単なるモデルの現実適用上の批判を超えて，Chandler の歴史の説明の仕方について
修正を試みていると言えるものである。換言すれば，両研究はより本質的な批判，修正を試みて
いるものと言えよう。ちなみに両研究がチャンドラー・モデルとしてみている対象範囲は，アメ
リカ産業企業の経験についてのもの，すなわち Chandler（1977）から導かれるモデルを主たる
対象としているようである。

3－ 1．LRT によるポスト・チャンドラー・モデル
最初に LRT（2003）によるポスト・チャンドラー・モデルについてみる。LRT は当該論文に

おいて，Chandler によって提示されたフレームワークに代替するアメリカ経営史の新たな統合
を描くとする。そこで LRT は Chandler の議論のエッセンスを次のようにまとめる。それは，企
業の競争優位は規模の経済から生じるものよりも低いコストの達成によって可能となるが，この
ためには工場が高い割合の通量を維持することによって，すなわち一貫して高レベルの容量を利
用することによって可能になるとする。そしてこれが実現するには，原料への後方統合，流通へ
の前方統合を通じた経営ヒエラルキーの構築によって，原料から最終販売への投入と産出の円滑
な流れを管理することによる，とするものである。
その上で LRT はチャンドラー的企業が小規模，特化，垂直分解した企業によって不利な状況

に置かれているという近年の経験から Chandler のフレームワークを修正する必要があると指摘
する 

6
。
）
そこで批判的な検討を展開することになるが，その検討で強調される点は，Chandler の

研究がその主張に理論的な解釈を与えていないということである。彼らは，Chandler は説明に

5） また Hannah（1995, 1999）や安部（2004）も参照。
6） LRT はさらに経営史の方法についても修正を試みるとする。いわく，現在を進化的プロセスの最終段階
とするホイッグ史観に対する代替的な方法を提示するとする。ちなみに修正されるべき論者の代表として以
下でみる Langlois をあげている。また同様の指摘である LRT（2004）では Langlois だけではなく Chandler 
もホイッグ史観であるとして批判している。それに対する Langlois の反論は，Langlois（2004b）を参照。
また Chandler の反論は，Chandler（2005）を参照。
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おいて観察を重視し理論が欠落しているため、20世紀後半の巨大企業の侵食を説明できないとし
ている。ただしこの理論の欠如の指摘に関して，彼らは Chandlerの研究に理論的解釈を提供し
た学者の 1人として Oliver E. Williamsonについて言及する。これは Williamson の取引コスト理
論が Chandler による歴史的経験を理論的に説明するという良く知られた学問的繋がり 

7
を
）
指摘す

るものである。彼らは，Williamsonは取引コストを用いて資産特殊性の問題を解決するために
後方統合を行い，外部性原則を解決するために前方統合を行ったと説明する，と指摘している。
しかしながら彼らはこのような Chandler の研究に対する Williamson の取引コストによる説明に
対して，それが垂直統合企業は資産特殊性，外部性原則の問題が生じるところでの契約形式より
も優れているという意味合いを含んでいるゆえ近年の現実の変化を説明できないとみる 

8
。
）
彼らは，

取引コスト理論では Chandler の代替的理論として不十分とみるわけである。
そこで LRT は，彼ら自身のアメリカ経営史に対する説明手段を展開するが，いわばこれこそ
が彼らによるポスト・チャンドラー・モデルと言えるものである。それはまず Williamson の取
引の際に不完全な情報が問題を引き起こすという仮定を保持するとする。しかし取引コスト理論
との違いは，市場と組織という 2分法だけではなく 

9
よ
）
り広い種類の方法である調整メカニズムに

よってこの問題を解決するとみる点であるとする。そしてこの情報の非対称性を緩和する調整メ
カニズムの理念型として単純な市場交換，純粋なヒエラルキー，中間形態があるとするが，その
どれもが完璧に働かないとする。ゆえに実際には，複数の調整メカニズムの組み合わせや長期関
係が用いられるとする。またそれらはルール，モラル，倫理基準，文化価値，法的システムとい
った広義の制度的な問題にも依存しているとする。そしてこのような調整メカニズムの動きとし
て，経済状況や制度的環境の変化によってある時点の調整メカニズムが次の時点で効果的でなく
なる可能性があることを指摘する。ゆえに経済行為者は不確実性に直面してビジネスの方法を変
化することを余儀なくされるので，解決法の探索は新古典派の効用最大化基準よりも Herbert 

Simon の満足化基準において着手されるであろうと指摘する。さらにその探索においては，過去
の選択の影響を受けることから経路依存的であると指摘する。彼らはこのような説明方法によっ
て歴史をみていくとするが，そこには Chandler や Williamson の説明方法に比べてより緻密な理
論的準備を有しているという主張がみられよう。

7） Chandler と Williamson の関係については，例えば，浅沼（1977, 1980），十川（1983），Nelson（1991），
Schmitz（1993）を参照。また Lamoreaux と Raff 自身による指摘は，Lamoreaux and Raff（1995）を参照。
Williamson 自身による Chandler の影響に関する言及は，Williamson（1981, 1982, 1986, 2005），Chandler の
研究に対する理論の欠如の指摘は，Williamson（1980）を参照。反対に Chandler 自身による Williamson の
影響に関する言及は，Chandler（1981, 1982）を参照。

8） Williamson は垂直統合の実証例を常に Chandler に求めており，また初期の研究，例えば Williamson（1975, 
1981）においては LRT が指摘するように垂直統合の方が市場契約よりも優れているという見解も見受けら
れる。しかしながら例えばより抽象化された説明を行う Williamson（1989）では，市場契約と垂直統合と
はその状況におけるガバナンス・コストの差つまり資産特殊性の大小によると説明する。したがって必ずし
も LRT の指摘通りとは言い切れないのではと思われる。
9） このような LRT による Williamson の見方が市場と組織の 2分法であるとの指摘に対して，Williamson は
自身のアプローチについて中間組織も念頭に置いており必ずしも 2 分法ではないとしている（Williamson 
2005）。
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LRT はそのような情報の非対称性を緩和するための調整メカニズムの観点をもってアメリカ
経営史を展開するが，そこで明らかにした知見として調整メカニズムの変化について次のように
まとめる。彼らは調整メカニズムに影響を与える要因として19世紀初頭からの輸送コスト，コミ
ュニケーションコストの下落の動き，ならびに 1人当たりの収入の安定した上昇の動きに着目す
る。輸送コスト，コミュニケーションコストの効果については，それらコストが高い時には経済
活動が地域的で小規模で行われ，非常に安い時には経済活動がどこでも行われるが，中間の時に
は経済活動は特定の地域や大企業における生産活動によって行われるとまとめる。また 1人当た
りの収入の効果については，それらが低い時は財を獲得するために企業に生産コストを下げさせ，
それらが上昇すると企業により消費者の要求に対応できるように具体的には大規模垂直統合を通
じての大量生産に向かわせ，さらに上昇すると大量生産品を求めず企業に品質と消費者の好みに
対応するように向かわせたとまとめる。彼らはこれらを前提として，19世紀後半に鉄道と電信の
広がりとともに輸送コスト，コミュニケーションコストが下落し，企業は調整を前方統合，後方
統合を通じたヒエラルキーで行ったとする。しかし近年になって，輸送コストそして特にコミュ
ニケーションコストが下落し続けるにつれ企業は調整を長期の関係で行うようになったとする。
彼らはこのような説明によって Chandler のフレームワークを修正できるとまとめている。また
同様にこのような説明によって当該論文でのもう 1つの目的である，現代を歴史が進化している
方向への終着点とみる見解を修正するとまとめている。

3－ 2．Langloisによるポスト・チャンドラー・モデル
つづいて Langlois（2003）によるポスト・チャンドラー・モデルについてみたい。Langlois は，

Chandler（1977）における市場の「みえざる手」から経営者の「みえる手」への移行という経営
革新の説明に焦点を当てるが，その読み方には 2つの種類があるとして議論を展開する。その読
み方とは， 1つは経営革新が特定の歴史的エピソードとする見方であり，もう 1つは経営革新が
全ての場所と時代で通用するとする見方であるとする。これは言わば Chandler の研究を純然た
る歴史研究の枠内に留めるか，チャンドラー・モデルとして展開するかの違いと言えるものであ
るが，Langlois はその上で，Chandler の説明を近年の状況に当てはめようとすると困難が生じ
ると指摘する。すなわちチャンドラー・モデルとして展開した場合，それでは近年の垂直分解の
動きを説明できないという指摘である。
そこで Langlois はチャンドラー・モデルを修正するとするが，それは経営革新が特定の歴史

的エピソードとする前者の見方をとることで Chandler の議論をより広範囲な歴史の説明に埋め
ることができるという主張の形をとる。すなわち Smith の言う分業プロセスは，人口と収入の
増加と技術的障壁と法的障壁の減少によって常に市場を通じての特化と調整に向かう方向にある
が，そのプロセスの内容である技術，組織，制度は異なる割合で変化しており，Chandler が説
明した経営革新はそのプロセスにおける不均衡の結果であるというものである。Langlois はこの
説明を「消えゆく手（Vanishing Hand）」仮説と呼ぶが，これは Smith の「みえざる手」を意識し
た Chandler の「みえる手」をさらに意識したものであることは言うまでもないであろう。そし
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てこれこそが Langlois によるポスト・チャンドラー・モデルの提示である。
Langlois はこうした説明を展開するにあたりその分析視角として，Williamson や P. Milgrom 

and J. Roberts のような組織の経済学のアプローチをとるのではなく，進化論的ケイパビリィテ
ィ・アプローチをとるとする。こうしたアプローチの選択の理由は，Langlois（1992）で展開さ
れているものであるが，それによると取引コストとは時間の経過とともに学習によって減少する
ため長期的観点では重要性を失うとする。そしてそこで重要となるのは企業と市場における学習
プロセスとそれによるケイパビリィティの保有であり 

10
，
）
それぞれのケイパビリィティ保有具合に

よって企業の境界問題に影響を与えるとする。また必要なケイパビリィティを保有していないサ
プライヤーに対して行う説得，交渉，コーディネーション，教示のコストを動学的取引コスト
（dynamic transaction cost）と呼び，それを長期的観点における垂直統合の決定要因であるとする。
このように Langlois がとる背景理論は，取引コスト・アプローチそのものではないがそれに近
い立場をとる LRT とは異なる観点に立っているとみることができる。そして以下で詳しくみる
が Langlois はこのようなアプローチの採用こそが Chandler 自身の説明に忠実であると主張して
いる。
このような観点から Langlois は Chandler の説明の再解釈を展開するが，この再解釈の議論の
軸として組織の進化論的なデザイン問題への対応に着目する。Langlois は，生産技術と組織構造
との複合システムが如何に最少の費用で最大の効用を消費者に運ぶかという問題を進化論的なデ
ザイン問題と呼ぶが，これを組織が環境変化において直面する問題であるとする。そして組織が
とるこの問題に対する解決策として不確実性を緩衝するバッファー機能について言及する。バッ
ファー機能とは，情報を処理しそれに応じて技術や組織構造を変化させるものであるとする。す
なわち Langlois はこのバッファー機能が企業の垂直統合，垂直分解の動きに影響を与える要因

10） Langlois and Robertson（1995）では，このケイパビリィティについて本質的コアと補助的ケイパビリィ
ティに分けて説明を行っている。
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とみるというものである。
Langlois は以上のような見解から歴史を説明した上で「消えゆく手」仮説を図 1で示すように
まとめる。まず横軸には市場の密度の概念がとられる。これは人口，収入，技術障壁，政治的障
壁などの外因的要因によって動かされるとするが，市場が様々な機能を担う度合いを意味してい
る。他方，縦軸にはバッファーの緊急性の概念がとられる。これは不確実性に対する組織のバッ
ファー機能の必要性の度合いを意味している。また縦軸から右上に向かう直線が市場と企業の境
界をあらわすとする。すなわち線上は企業を通じての緩衝の方がよりコストが少ないことを意味
している。この直線が右肩上がりの勾配になっていることは，市場のケイパビリィティの向上を
あらわすとする。そしてこのような概念をあらわす図の中で，曲線が時間軸上の動きをあらわす
としている。Langlois は，時間の経過とともに製品の流れの不確実性を緩衝するためのバッファ
ーの緊急性が高まるとする。これにより企業と市場の境界線を企業方向に越えるが，それを1880
年であるとし「みえざる手」から「みえる手」への Chandler の経営革命の始まりと捉えている。
またさらに時間が経過すると，市場の密度が増し，組織によるバッファーの緊急性が低下すると
する。これにより再び企業と市場の境界線を市場方向に越えるが，それを1990年であるとし「み
える手」から「消えゆく手」への転換点と捉えている。Langlois はこのような説明から，チャン
ドラー・モデルを Smith の分業プロセスの動向における特定の時代に生じた一時的な不均衡で
あるとの見解を示している。すなわち Langlois は，チャンドラー・モデルとは偶発的な一時的
不均衡を説明したものにすぎない，との処理で修正を行っていると言えよう。

3－ 3．Langlois による両研究の検討
このように LRT（2003）と Langlois（2003）は Chandler の背景理論の欠如という同様の観点

からチャンドラー・モデルの修正を行っているが，両研究の違いはそれぞれが依拠する背景理論
の違いによると言えよう。そこで両研究に対する理解を深める目的から，Langlois 自身がそれら
の比較検討を行っている Langlois（2004a）を参考に確認を行いたい。

Langlois は当該論文において，両研究は共通の目的を有し，多くの見解の一致があると述べる。
その上で両研究の違いについて，矛盾的なものよりも補完的なものとして着目するとして，組織
構造がなぜ統合化し，そしてなぜ再び分散化したのかの問題に対するそれぞれの強調点について
検討するとする。そこで Langlois が問題とするのは，背景理論の観点である。Langlois は，LRT 

がチャンドラー・モデルに与える理論を Williamson から援用した情報の非対称性によるインセ
ンティブ問題への反応であるとして，それは新古典派的な組織の経済学の主流派であると指摘す
る 
11
。
）
他方，自らの理論を生産の世界に目を向けることで展開される進化論的ケイパビリィティ・

アプローチであるとし，既述したように Chandler 自身はこのアプローチの陣営にいると指摘する。
まず Langlois はこのような背景理論の違いによって組織形態に対する説明にも違いが出るこ

11） LRT は自らの立場を進化論的パースペクティブにあるとして，Langlois の見解に見落としがあると指摘
する（LRT 2004）。しかし谷口和弘は，LRT の調整概念を吟味することで LRT が進化論的パースペクティ
ブにあるとすることは疑わしいと指摘している（谷口 2006）。
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とを明らかにする。取引コストや情報の非対称性の観点は，南北戦争期，経営革新の始まり，近
年の状況における組織形態を説明できるものの20世紀中葉におけるチャンドラー的企業の占有に
ついては説明ができないとする。対してケイパビリィティ・アプローチは，大企業が垂直統合下
でケイパビリィティを展開させるという Edith Penrose の説明に依拠することでチャンドラー的
企業の持続性を説明できるとする。さらにケイパビリィティ・アプローチは市場制度の発達を説
明することから，情報の非対称性への解答がチャンドラー的企業だけはないことを提示している
ともする。
つづいて Langlois は背景理論の違いによって組織形態の変化のプロセスに対する説明にも違

いが出ることを明らかにする。Langlois は，LRT の輸送とコミュニケーションのコストの低下
と収入の上昇という変数では，なぜチャンドラー的企業が歴史の中間範囲で繁栄したかを説明で
きないとする。それは大量生産に関する機械と特殊資産の必要性という面は説明できても，高通
量の操業における高固定コストという面は説明できないというものである。他方，自らのバッフ
ァー機能と市場の厚みという変数はチャンドラー的企業の高通量システムも十分に説明ができる
としている 

12
。
）

４．Chandlerの背景理論

以上のように，チャンドラー・モデル批判の動向についてポスト・チャンドラー・モデルとし
ての LRT と Langlois の提示モデルをみたわけであるが，これらモデルがチャンドラー・モデル
の代替として妥当であるかについては，何をもって妥当と考えるかの評価軸を含めてさまざまな
観点から詳細な議論が必要であろう。そこで本稿では両議論の特徴と言える Chandler の背景理
論の欠如をもってチャンドラー・モデルの説明力不足の要因とする論点，つまり両モデルが提示
する背景理論に関して特に焦点を当てたい。ただしどちらの背景理論が説明力を有するかに関す
る比較検討，すなわち理論同士の優越の検討を目的とするわけではない。本稿ではあくまでその
論点を Chandler の議論との関係という観点から検討したいと考える。それゆえ以下では，
Chandler 自身が認識している自らの背景理論について確認を行いたい。無論，この検討はチャ
ンドラー・モデルに対する再検討にもなると言えよう。
まず Chandler の背景理論に対する考えを確認すると，Chandler はそれを決して不必要とみて

いるわけではなかった。それは歴史の説明において必要であるとし，さらには自らの背景理論を
社会科学，特に Max Weberや Talcott Parsons の社会学に依拠していると言及している（Chandler 

1970 （reprint, pp.297‒299））。しかしながら，経営史家は既存の理論を借用しても，その検証に終
わるのではなく，自らの分析概念やモデルを構築しなければならない，またその理論が有用でな

12） このような Langlois の両者の見解の違いについて，LRT は LRT（2004）において再批判を行っている。
そこでは既述のようなホイッグ史観，調整概念，George J. Stigler の概念に関して中心に批判が行われている。
また C. F. Sable and J. Zeitlinも Sable and Zeitlin（2004）において LRT と Langlois の比較検討を行っている。
これに対し，Langlois は Langlois（2004b）においてそれら批判点への回答を行っている。
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ければ捨ててよいとも言及している（Chandler 1971 （reprint, pp.305‒306））。すなわち Chandler は
理論について歴史を説明する上で依拠すべきものであるが，それはあくまで必要な場合に用いる
説明手段に過ぎないとみているようである。それは，理論よりも慣習に注力してきたとの言及
（Chandler 1992a, p.80）からも垣間見える。以上のことから，Chandler は歴史を背景理論から説明
することを認めても，その際に特定の理論に依拠すべきとは考えていないとまとめられよう。
それではこのような Chandler の背景理論に対する考えを念頭に置いた上で，改めて彼自身の
背景理論に対する認識をみる目的から，自らの具体的な背景理論を振り返っている Chandler

（1992a, 1992b）を参考にしたい。Chandler はそれら論文において，企業に関する理論として新古
典派理論，エージェンシー理論，取引コスト理論，進化論的アプローチの 4つに着目し，自身の
歴史との関連について言及する。Chandler は，新古典派理論，エージェンシー理論について自
身の歴史研究への貢献は少ないとする一方で，取引コスト理論と進化論的アプローチについては
歴史の説明に大いに関係があるとする。その理由として，これら 2つの理論は企業の持続的成長
の要因であった組織能力概念を扱うことができるためとする。ちなみに Chandler が組織能力概
念を積極的に用い出したのは Chandler（1990）以降であると考えられるが，その説明は次のよ
うに展開される。規模の経済を獲得しようとする，そして高通量を達成しようとする企業は製造，
販売，マネジメントへの 3つ又投資による垂直統合を行った。それを実現し生き残った企業同士
で寡占的競争が展開され，そこでの学習により組織能力が形成された。この組織能力こそが企業
が海外展開や多角化展開といった更なる企業成長を可能にする要因となった，というものである。
すなわち両理論はこのような組織能力概念に対する分析が可能である観点を有しているとする。
しかし Chandler はこれら理論のうち進化論的アプローチをもって自身のアプローチとする。

その理由は両理論の分析対象単位の違いに求められる。すなわち取引コスト理論は取引が分析単
位であるのに対し，進化理論アプローチは企業そのものが分析単位であることから，組織能力概
念の説明において，取引コスト理論には限界が生じるのに対し，進化理論アプローチはより適切
に説明ができるというものである 

13
。
）
進化理論的アプローチは垂直統合の説明を企業ごとの設備

や技術の違いから扱え，また海外展開，多角化展開の説明を組織能力の活用の観点から扱えると
いうものである 

14
。
）

このように Chandler は自らの背景理論を進化論的アプローチに依拠していると主張するわけ
である。しかしながらこの進化論的アプローチは新古典派理論，エージェンシー理論，取引コス
ト理論と異なり現状において明確な単一の理論体系を有していない。それは進化論的パースペク
ティブを用いて組織現象の説明を行うことの総称であり，いかなる進化理論に依拠するかで説明

13） Chandler は当該論文以前においても歴史を説明する理論としての取引コスト理論の限界について述べて
いる。いわく，Williamson の取引コスト理論は歴史にとって有益であり，販売や購買活動への投資を説明
できるものの，R&D，本社人材，工場への投資を説明できず，また多角化を通じた企業成長を説明できな
い（Chandler 1982, p.127）とする。

14） David J. Teece はこのような Chandler の主張について主流派の経済学理論を修正すべきものと評価して
いる。ただし Chandler のフレームワークについては近年の状況を説明するのに限界があるというチャンド
ラー・モデルに批判的な言及も行っている（Teece, 1993）。
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内容も異なる（Douma and Schreuder 1991, 渡部 2000, 菊澤 2006）。それゆえ Chandler が依拠する背
景理論をより正確に把握するには，Chandler が彼の言う進化論的アプローチをどのように認識
しているかを確認する必要がある。
そこで Chandler のこのアプローチに対する説明をみると，それは Alfred Marshall，Joseph A. 

Schumpeter， Penrose の系譜に属するものであり，特に Richard R. Nelson and Sidney G. Winter 

に依拠するとするとしている。さらに Nelson（1991）を引用し，そこで展開される動学的企業
ケイパビリィティ（dynamic fi rm capabilities）の概念について言及している 

15
。
）

Nelson によるとこ
の動学的企業ケイパビリィティ概念は戦略，組織構造，コア・ケイパビリィティの側面に焦点を
当てることで叙述することができるとする。それは戦略と組織構造が組織能力を呼び起こし形成
するという説明展開を行うものである。またそれはイノベーションを引き起こすための能力であ
るとする。Nelson はこのような見解において企業固有の違いが重要な要素になるとしている。
すなわち Chandler にとっては，この観点こそが自らの歴史の説明に一致するというものである。
それではこのような Chandler の背景理論に対する認識を前提として，LRT と Langlois の提示

するモデルを Chandler との関係の観点から検討したい。まず LRT が提示する代替的な背景理論
は，取引コスト理論そのものではないことを主張しているものの実質的にその多くを引き継いで
いる理論であることから，Chandler 自身によって近い立場とされつつも否定されているものと
言えよう。すなわち LRT による取引コスト理論的な提示は Chandler がすでに否定したものの再
提示であったと言える。つづいて Langlois が提示する代替的な背景理論である進化論的ケイパ
ビリィティ・アプローチは，Chandlerが重視する組織能力概念との一致，またそれを説明する
アプローチとしての進化論的観点の側面との一致がみられる。それゆえ，それは Langlois 自身
が主張する通り Chandler の背景理論により近い立場にあると言えよう。そしてこのような近似
的な立場を取る関係性が，現状の説明に限界があるとみるチャンドラー・モデルを批判ではなく
より再解釈的な修正，補足を行うことで現状の説明を可能にするという Langlois の主張につな
がると考えられる。したがって Chandler 自身の背景理論認識との関係からみると，LRT の提示
モデルよりも Langlois の提示モデルの方が Chandler により近い立場からチャンドラー・モデル
を修正していると言えよう。

５．むすびにかえて―本稿のまとめと今後の課題―

本稿では以上のようにチャンドラー・モデル批判の動向，そして LRT と Langlois が提示する
ポスト・チャンドラー・モデルについて考察を行い，それらモデルを Chandler 自身の背景理論
の認識の観点から検討を行った。そして，その観点からみて Langlois の提示モデルが，組織能
力概念を重視するとする Chandler自身により近い立場から，チャンドラー・モデルの修正を行

15） Nelson は動学的企業ケイパビリィティの陣営にある論者として，Teece, R. P. Rumelt, G. Dosi, C. K. 
Prahalad and G. Hamel，K. Pavitt，J. Cantwell，B. Kogut, R. Henderson，R. Burgelman and R. Rosenbloom, 
Langlois, Winter, W. Lazonick などを挙げている（Nelson（1991）, p.67）。
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っているという指摘を行った。
しかしながら，こうした指摘は十分なものとは言い難い可能性がある。なぜなら両者を近似的

な立場とみる所以であるケイパビリィティ概念はさまざまな領域で用いられている（Dosi, Nelson 

and Winter 2000）ためか，いまだ明確な定義づけがなく論者によって様々な解釈がなされている
概念であるためである（坂本 2006）。すなわち Chandler と Langlois は一見するとともにケイパ
ビリィティ概念を重視しているとみられるが，それぞれが意図している「組織能力」や「ケイパ
ビリィティ」が，それを説明する進化論的アプローチも含めて，同じ内容であるとは限らず，あ
くまで近い立場の可能性にすぎないというものである。
それゆえ Chandler と Langlois が同様の背景理論を有しているかを明らかにするには，それぞ

れが言及する「組織能力」と「ケイパビリィティ」を詳細に検討することが必要になろう。また，
そのような検討において特に Chandler の組織能力概念を検討することは，より解明すべき問題
を明らかにすることにつながると考えられる。すなわちそれは，十川廣國の，Chandler の組織
能力概念は今日のように変貌する競争環境におかれている企業の経営状況の変革のための解答を
提供するものとはいえない（十川 1998, p.88）という指摘にみられるように，そもそもチャンドラ
ー・モデルは説明力を失ったのか，通用するのかという問題につながる。無論，このような検討
を行うには比較検討の目的から Chandler や Langlois 以外の論者による組織能力，ケイパビリィ
ティ，コア・ケイパビリィティ，コンピタンス，コア・コンピタンスといった「能力」に関する
諸議論についても考察が必要であろう。
このように，チャンドラー批判，ポスト・チャンドラー・モデルをより理解するには以上のよ

うな更なる検討が必要と考えられるが，紙幅の制約上本稿で扱うことは難しい。したがって本稿
ではそれら検討を今後の研究課題とすることで筆を擱きたい。
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